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  ①法人名    長崎県公立大学法人 
  ②所在地    長崎県佐世保市川下町１２３番地１ 
  ③役員の状況  副理事長（学長）１名、専務理事   １名 
          理事（非常勤） １名、監事（非常勤）２名 

 
     ④大学の概要 
  学 部 学 科 入学定員 学生数 
 経済学部 経済学科 150名 659名 

 地域政策学科 150名 667名 

 流通･経営学科 150名 640名 

 計 450名 1,966名 

 国際情報学部 国際交流学科 80名 353名 

 情報メディア学科 60名 267名 

 計 140名 620名 

 看護栄養学部 看護学科 60名 263名 

 栄養健康学科 40名 171名 

 計 100名 434名 

 学部 合計 690名 3,020名 

 経済学研究科 産業経済・経済開発専攻 12名 22名 

 国際情報学研究科 国際交流学専攻 6名 16名 

 情報メディア学専攻 4名 7名 

 計 10名 23名 

 人間健康科学研究科 看護学専攻 8名 9名 

 栄養科学専攻 11名 10名 

 計 19名 19名 

 大学院 合計 41名 64名 

 総合計 731名 3,084名 

         ※学生数は、平成26年5月1日現在 
 
 
 

 平成２６年度の業務において取り組んだ主な事業  

 

 第２期中期計画（平成２３～２８年度）の４年目となる２６年度は、「長崎県公立大学

法人の経営戦略」の中の４つの取組を中心に、大学が本来持つべき教育・研究機能につい

て着実な質の向上を図ること、また、地域の文化・経済の発展に貢献することを使命とし、

教職員が一丸となって取り組んだ。 

 

 

 

１. 教育の質保証によるたくましい人材の育成 

●学生を育てる過程の明確化  

  学部・学科、研究科における学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程編成・

実施方針（カリキュラム・ポリシー）、入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）

に基づき、それぞれの教育目標に応じた教育を行った。 

大学の概要（２６年度）  
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  さらに、学部・学科再編に向けて、新たな学部の３ポリシーを策定するとともに教育

課程及び入学者選抜方法を決定した。 

 

 

●就業力の養成  

  キャリアコンサルタント（就職支援専門相談員）等による個別進路相談や就職ガイダ

ンス、県内企業等による合同企業説明会を開催するとともに、教職員による県内企業の

訪問など、きめ細かな就職支援を実施したほか、各種資格取得対策としての課外講座や、

OB企業セミナー等を実施した。 

  また、キャリア・ポートフォリオ※を引き続き活用し、担当教員による面談や指導、助

言を行った。 

さらに、就業力育成のための講義科目「キャリアデザイン」を入門編の「キャリアデ

ザインⅠ」と、実践編の「キャリアデザインⅡ」へと充実させ、開講した。 

 

＜目標就職率＞         ＜Ｈ２６年度実績＞ 

   経済学部   ９０％       ９６．５％ 

   国際情報学部 ９０％       １００％ 

   看護栄養学部 ９５％       １００％ 

 
 ※キャリア・ポートフォリオ 

授業や学習活動の成果であるレポートや論文、課外活動での経験や身につけたスキルなどを記録

保管するファイルのこと。これらを蓄積・保存し、振り返っていくことで、自分の将来を考える

ことに役立てることができる。また、履歴書やエントリーシートを書くとき等の材料としても活

用することができる。 

 

 

●国際性の向上 

  平成２５年度から導入したスキルに特化した外国語プログラムに基づき、英語と中国

語に重点を置いた教育を行った。 

また、経済学部において、中国、シンガポール、ベトナムの企業と協定を結び、海外

ビジネス研修を試行し、帰国後の報告会では、本学において地元高校生と意見交換を行

った。 

さらに、国際交流協定校を増やすため海外の大学を訪問調査し、そのうちベトナムの

ダナン大学と協定を締結した。 

 

 

２. 魅力ある教育の実施による志願者の確保 
●特色ある教育、魅力ある学問分野の創出 

長崎県の公立大学として地域社会に貢献できる人材を養成するため、平成２５年度に

開設した「長崎を学ぶ」科目群に平成２６年度から新たに「長崎と産業」「長崎と平和」

の２科目を追加し、科目群のさらなる充実を図った。また、全学教育科目に「しまに学

ぶ」科目群を新たに導入し、平成２６年度入学生から順次必修化した。 

さらに、「しま」体験教育プログラム※の取り組みとして「しまのフィールドワーク（試

行）」を実施し、終了後に対馬市、五島市、壱岐市において報告会を実施した。 
 ※「しま」体験教育プログラム 

島嶼県である長崎県の特性を活かし、また長崎県の公立大学として「しま」を第三のキャンパ

スとして位置づけ、学生を在学期間中（4年間）に最低一度は「しま」を訪問させ、現地の生

活や人との交わりの中で、実践的な学習を体験させる本学独自のプログラム。 
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●教育環境の整備 

  地元自治体等との懇話会の開催、学内アンケートの実施、県との調整を経て、キャン

パス整備案「長崎県立大学佐世保校キャンパス整備基本構想」を策定した。 

 

 

●学生の視点に立った学生支援のさらなる充実  

学業優秀で経済的に困窮している学生に対して授業料の減免を行うとともに、成績優

秀入学者に対して奨学金を給付した。 

  また、留学生支援のために長崎県立大学国際交流基金を設置した。 

 
 
３. 地域貢献の充実・研究の高度化 

●長崎県に関連する研究への取組  

  学長裁量研究費の重点課題研究に「離島」、「東アジア」、「長崎の地域課題」を設

定し、重点的に研究費の傾斜配分を行い、研究を推進した。 

また、県が推し進める「アジア・国際戦略」に貢献するため、学長プロジェクト研究

として２つのプロジェクト研究（①長崎の陶磁器ブランド化支援アジア向け情報発信、

②海外での交流と現地視察から得られる教育効果の検証）に取り組んだ。その１つとし

て、上海ゼミを実施し、学生３４名、教職員９名が参加した。上海外国語大学との交流

や、長崎県から進出している企業等の実情を学ぶための研修を行った。 

 

 

●地域の政策課題に関する研究  

包括連携協定を締結している新上五島町と２件、佐世保市と２件、長与町と６件、平

戸市と３件、五島市と２件の連携事業を実施し、それぞれ報告書等による提言を行った。

 また、県と連携した「農林水産資源を活かした食品加工事業の推進プロジェクト（地

域産学官拠点整備事業、地域イノベーション戦略事業）」に本学教員が参画したほか、

総務省の「戦略的情報通信研究開発推進事業（ＳＣＯＰＥ）」に採択され、ＩＣＴ利用

による公共交通の体系化について、県内企業等と共同研究を行った。 

  さらに、「地（知）の拠点整備事業」においては、地域に新たな活力を与え、地域に

貢献することを目的にした「長崎県立大学地域志向教育研究経費」として、５件を採択

した。 

 

 

●研究の高度化による外部資金の増加  

学長裁量研究費の申請に際し、「科学研究費補助金等の外部資金に応募していること」

を必須条件として引き続き設定し、外部資金の申請を義務付けた。また、科学研究費補

助金公募要領説明会を実施したほか、申請に関する書籍や採択を受けた計画書の情報を

共有するなど、支援体制を強化した。平成２６年度は、他大学等との共同研究や自治体

等からの受託研究の受け入れ等により、外部研究資金を７６件、１１８，９２３千円獲

得した。 

 

 

●地域住民のニーズに応える公開講座等の開催 

 地域の要請に基づき実施する地域公開講座については、住民のニーズが高い分野の６

講座を追加した。その結果、昨年度より１３講座を増やした１７３講座を地域公開講座

メニューとして提供し、５３講座を開催した。また、大学を会場とする公開講座を１７

講座、学術講演会を３講座開催し、そのうち４講座を新上五島町に遠隔講義システムを

用いて配信した。その結果、１,８７６名が受講した。 
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４. 効果的な大学運営の推進 
●効率的な法人運営  

  物件費に関しては、平成２５年度予算と比較して２千万円削減する計画を掲げ、２千

万円の削減を行った。また、年度計画等を考慮した予算編成方針に基づき適切な予算配

分を行った。 

 

 

●学部・学科再編後の体制構築 

 学部・学科再編後の教育課程編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）に沿った教

員配置を検討し、新たに３３名の教員の採用を決定した。 

 また、学校教育法改正に合わせ、両校の意思決定過程及び委員会構成の相違点を洗い

出し、規則等の改正を行った。 

 

 

●効果的な情報発信 

  引き続き大学広報誌「ｃｌｏｖｅｒ」を年２回発刊し、県内外の高校等への広報活動

を行うとともに、「地（知）の拠点整備事業」について、ラッピングバスや新聞広告、

広報誌等へ掲載するなど、戦略的な広報を行った。 

また、平成２５年度に立案した選ばれる大学となるための具体的方策に基づき、学生

広報スタッフの採用、公式ＳＮＳ（Facebook）の開設を行い、積極的に新たな広報を取

り入れた。 

 

 

●認証評価機関による評価 

  学校教育法第１０９条に基づき、大学基準協会による認証評価を受検し、大学基準に

適合していると認定された。 


